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抄録

目的：地方２次保健医療圏の人口動態や出産状況を含む周産期／乳幼児期保健医療の現況や地域特性

は不明で，群馬県内２次保健医療圏でそれらの疫学的検討を行う．

方法：県内O地区（O市：県東南平野部の工業が盛んな地域），T地区（T市：県南中央部で交通の要衝
の中核市），SF地区（S市とF市を中心とする中核市に隣接した平野部から山間部に移行する地域），N
地区（県東北部のN市を中心とする高齢過疎化の進行している山間部地域）を選定，平成１３－１７年（I
期）と平成１８－２２年（II期）の各地区の人口／分娩／出生動態，周産期各死亡率，養育／育成給付率
を比較検討，全国と群馬県との比較検討も行った．

結果：（１）群馬県は全国と比べ労働人口構成比・出産適齢女性人口割合・出生率・高齢出産割合・第

一子出生割合が低く，合計特殊出生率・第二子出生割合・１.５kg未満児出生割合が高く，Ⅱ期周産期各
死亡率に差異がなかった．（２）若年人口構成比と出生率はO地区・T地区・SF地区・N地区の順に低下，
高齢化割合は高くなった．合計特殊出生率はO地区とT地区でI期からII期にかけて上昇，Ⅱ期におい
てO地区で高かった．（３）第三子以上の占める割合はI期からII期にかけて全地区で上昇，Ⅱ期におい
てSF地区とN地区で高く，T地区で低かった．（４）高齢出産割合はⅠ期からⅡ期にかけて全地区で上
昇，Ⅱ期においてT地区で高かった．（５）Ⅱ期において低出生体重児出生割合はSF地区で高く，
１.５kg未満児出生割合はN地区で高かった．（６）周産期各死亡率はⅠ期からⅡ期にかけてN地区乳児死
亡率を除き減少，Ⅱ期において各地区間で有意差はなかった．自然死産率はⅡ期においてN地区で高
かった．（７）養育給付率はⅡ期においてO地区で高く，T地区で低かった．育成給付率はⅠ期におい
て各地区間で有意差がなかったが，Ⅱ期においてO地区を除く各地区でI期と比べ上昇，上昇対象障害
には肢体不自由・言語等障害・聴覚等障害・腎臓障害が同定された．

結語：群馬県は出産適齢女性人口の減少や出生率の低下が続き，高齢出産の割合が低くて多産傾向に
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I. 緒言

本邦では，少子化，高齢出産，低出生体重児の増加，

最近では第三子以上の出生割合の上昇が報告され [１]，
それらの出産状況に伴う健康障害リスクを持つ児の増加

が懸念されている [２-１１]．母子保健医療行政ではそれら
の出産状況の変化を見据え，かつ，地域特性を考慮した

対応が必要である．一方，地方２次保健医療圏における

出産状況を含む周産期／乳幼児期保健医療の現況やその

地域特性は明らかとは言えず，地域に基づく母子保健医

療を行うためには地域の現状やその特性の評価と把握が

必要と思われる．また，地方２次保健医療圏におけるそ

れらの現状とその特性を評価・把握することは疫学上重

要な課題で [２]，本邦における健康障害リスクを持つ児
の今後の動向を推測する上でも重要な情報をもたらすと

考える．

本研究では，群馬県及び人口動態，経済的状況，地勢

的状態が異なる県内４箇所の２次保健医療圏（O地区，
T地区，SF地区，N地区）を選定し，それらの地区の人
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ある．地方２次保健医療圏では人口動態・医療レベル・経済的背景の違いを反映し，各地区で特徴的

な分娩／出生／保健医療状況にある．養育／育成給付率はII期において各地区間で差異を認め，この
差異に影響する要因には医療レベルの違い・手術適応の拡大・手術対応の違い・一部地域の低出生体

重児の増加・多産傾向・若年出産傾向が推測された．これらの現況や地域特性を踏まえた母子保健医

療行政が必要と考える．

キーワード：周産期／乳幼児期保健医療，母子保健医療行政，地方２次保健医療圏，地域特性，疫学

研究

Abstract

Objective: Regional differences and characteristics of delivery, birth, health conditions, and disorders 
during the perinatal and infancy periods are unclear. We epidemiologically evaluated these regional 
differences and characteristics in the local health and medical service areas in Gunma Prefecture.
Methods: We selected four local districts as follows: (1) O district, consisting of an industrially active 
area; (2) T district, consisting of a core city in Gunma; (3) SF district, situated near the core city; and (4) 
N district, consisting of an aging and declining population. We studied the changes in population, 
delivery, and births; mortality rates in the perinatal/infancy periods; and public health and medical care 
(PHMC) reception rate for disabled neonates or children during the periods of 2003－2007 and 2008－
2012 in the four districts, of Gunma, Japan. The data were statistically compared between the years 2003
－2007 and 2008－2012 or between the years 2007 and 2012, and between the districts.
Results: (1) In Gunma in 2012, the population rates of females of possible reproductive age, birth rates, 
low birth weight rates, and late childbearing rates were low. Rates of older age population, total fertility 
rates, rates of families with more than two children, and low birth weight (less than 1.5 kg) rates were 
high, compared to those across Japan in 2012. (2) T district had a tendency toward late childbearing and 
one-child families. N district had a tendency toward young childbearing and high fertility despite a low 
birth rate. O district had a tendency toward young childbearing and high fertility with a high birth rate. 
(3) Mortality rates in the perinatal/infancy periods of every district and Gunma in the 2008－2012 
period were almost the same as those across Japan in 2012. (4) The PHMC reception rates for disabled 
children in the N, T, and SF districts increased. These increased rates corresponded with the increase of 
cases with physical or organ system handicap.
Conclusions: The regional differences and characteristics of delivery, birth, health conditions, and 
disorders during the neonatal and infancy periods might be affected by the regional differences in 
population dynamics, economic states, and medical care level in the local districts. The public health and 
medical services for mothers and children should be conducted according to these regional differences 
and characteristics.

keywords: Health and medical care during the perinatal/neonatal/infancy periods, Public health and 
medical care of mothers and children, Local health and medical service areas, Regional difference, 
Epidemiological study
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口/出産動態，新生児死亡率などの周産期各死亡率，養
育/育成医療給付状況を比較検討し，地方２次保健医療
圏における出産状況を含む周産期/乳幼児期保健医療の
現況，地域特性及びそれらの現況と地域の社会的状況と

の関連を検討・考察する．

II. 研究方法

１．検討地区

群馬県内の人口動態，経済的状況，地勢的状態が異な

る４箇所の２次保健医療圏（O地区；地方工業都市から
なる県東南部に位置する地域，T地区；県の交通の要衝
であるT中核市よりなる県南中央部に位置する地域，SF
地区；地方中核市のT市に近接した平野部から山間部に
移行するS市あるいはF市を中心とする地域，N地区；県
東北部に位置し，高齢過疎化が進行している山間部地

域）を選定した（図１）．地区選定にあたり，SF地区は
二つの２次保健医療圏であるが，両地区とも比較的農業

の盛んな人口構成が類似している地域で，中核市からほ

ぼ同距離の離れた地域のため交通の利便性も同様の状況

など地域特性が類似しており，両地区を一地区としてま

とめて検討した．なお，F地区山間部地域は本邦で最も
高齢過疎化が進んでいる地域を含み，この地域は本検討

から除外した．また，検討期間において各地区の市町村

合併が進行したが，それを考慮して検討した．

２．検討時期と検討項目

平成１３－１７年（Ⅰ期）と平成１８－２２年（Ⅱ期）の２期

間で，各地区の以下の項目を検討した．検討は，年齢３

区分別人口構成比・出産適齢女性人口割合（全女性人口

に対する１５－４９歳の女性人口比率）・出生率・合計特殊出

生率・出生体重別出生割合・出生順位・分娩時母親年齢・

新生児／乳児／周産期死亡率・自然／人工死産率・乳児

原因別死亡割合（分娩関連死割合と先天性疾患死割合）・

療育/育成医療給付率・養育医療給付例での低出生体重
児の占める割合・育成医療給付理由となった障害につい

て行い，Ⅱ期における各地区間及びⅠ期とⅡ期間との比

較検討を行った．全国と群馬県との検討も平成１７年（一

部データは平成１６年を用いたが，以下平成１７年で統一）

と平成２２年で行い，全国と群馬県との比較検討は平成２２

年で行った．

データは群馬県健康福祉部から刊行されている群馬県

福祉統計年報平成１５年刊－平成２４年刊，厚生労働省「人

口動態統計」，群馬県各地区人口動態を含む群馬県統計

から得た．なお，各比率の算出にあたっては国民衛生の

動向・厚生の指標２０１２/２０１３ [１] の算出法を参考にした
が，地区自然／人工死産率算出にあたっては地区出生数

＋自然死産数＋人工死産数を母数とした対１０００人比率を

用いた．

３．統計解析

ⅠとⅡ期間あるいは平成２２年全国と群馬県間の統計解

析は|2検定とオッズ比（OR）を用いた．県内地区間の
統計解析は２地区間においてORを用いて，４地区間に
おいて|2適合度検定（独立性の検定）を用いた．p ＜ 
０.０５あるいはOR９５％信頼区間（９５％ CI）が１以上ある
いは１以下を有意と判断した．統計ソフトはエクセル統

計２０１２（SSRI社）を用いた．
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図１　群馬県内におけるO地区，T地区，SF地区，N地区の位置
O地区は県東南部に，T地区は県南中央部に，SF地区は地方中核市のT市に近接した県中央部あるいは県西
部に，N地区は県東北部に位置している．なお，群馬県は首都圏から埼玉県を介した北関東に位置している．



III. 結果

１．全国と群馬県との比較検討結果

全国と群馬県の人口／出産動態，各死亡率の検討結果

を表１に提示した．年齢３区分別人口構成比と出産適齢

女性人口割合は全国及び群馬県とも平成１７年から平成２２

年にかけて６５歳以下の人口構成比と出産適齢女性の人口

割合が低下し，６５歳以上の人口構成比が上昇した．平成

２２年において群馬県は全国と比べ労働人口構成比（１５－

６５歳）と出産適齢女性の人口割合が低く，若年人口構成

比（１５歳未満）と６５歳以上の人口構成比が高かった．

全国出生率は平成１７年から平成２２年にかけて上昇し，

群馬県出生率は減少した．群馬県出生率は平成１７年にお

いて全国と比べ高かったが，平成２２年において低かった．

合計特殊出生率は全国及び群馬県とも平成１７年から平成

２２年にかけて上昇し，群馬県の合計特殊出生率は平成１７

年及び平成２２年とも全国と比べ高かった．

出生順位は全国及び群馬県とも平成１７年から平成２２年

にかけて第一子と第二子の占める割合が減少し，第三子

以上の占める割合が上昇した．平成２２年において群馬県

の第一子の占める割合は全国と比べ低く，第二子の占め

る割合は高かった．

分娩時母親年齢は全国及び群馬県とも平成１７年から平

成２２年にかけて３５歳以上の占める割合が上昇したが，平

成２２年において群馬県３５歳以上の占める割合は全国と比

べ低かった．

出生体重別の出生割合は全国において平成１７年から平

成２２年にかけて２.５kgと３.０kg未満児の占める割合が上昇
し，群馬県において１.５kg未満児と３.０kg未満児の占める
割合が上昇した．平成２２年において群馬県の２.５kg未満
児の占める割合は全国と比べ低かった．

死亡動態で，自然／人工死産率を除く群馬県の各死亡

率は平成１７年において全国と比べ高かったが，平成１７年

から平成２２年にかけて減少し，平成２２年において全国と

比べ差異がなかった．
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表１　全国と群馬県の人口／出産動態及び各脂肪率のまとめ

平成２２年における全国と
群馬県との比較検討

平成２２年平成１７年＊検討項目
群馬県全国群馬県全国

OR（９５％CI）＊＊＊|2p値＊＊　　
１.０４２（１.０３８-１.０４７）p＜０.００１１３.７％１３.１％１４.４％１３.８％≦　１４歳年齢三区分別人口構成比
０.９４０（０.９３８-０.９４３）p＜０.００１６２.３％６３.８％６４.９％６５.８％１５－６４歳（対地区全人口比率）
１.０２４（１.０２０-１.０２７）p＜０.００１２３.４％２３.０％２０.６％２０.２％≧　６５歳

０.９２０（０.９１６-０.９２３）p＜０.００１３９.４％４１.４％４１.１％４２.８％出産適齢女性人口割合
（地区１５－４９歳女性人口/全女性人口）

０.９５（０.９４-０.９７）p＜０.００１８.１８.５８.６８.４出生率
（地区対１０００人口比率）

１.４６１.３９１.３９１.２６合計特殊出生率＊＊＊＊

０.９３（０.９０-０.９６）p＜０.００１４５.７％４７.６％４６.６％４８.２％第一子出生順位
１.０７（１.０４-１.１１）p＜０.００１３８.０％３６.７％３９.２％３７.６％第二子（対地区全出生比率）
１.０２（０.９８-１.０７）p＝０.３０２１６.３％１６.０％１４.２％１４.２％第三子以上

１.０４（０.９９-１.０９）p＝０.０８３１２.１％１１.６％１４.４％１３.６％≦　２４歳分娩時母親年齢
１.０３（０.９９-１.０６）p＝０.１３３６５.１％６４.５％７０.４％７０.０％２５－３４歳（対地区全出生比率）
０.９５（０.９１-０.９８）p＝０.００３２２.８％２３.８％１５.２％１６.４％≧　３５歳

１.２２（１.０３-１.４３）p＝０.０１８０.９％０.８％０.７％０.８％＜　１.５㎏出生体重別出生割合
０.９９（０.８９-１.１２）p＝０.９６４２.０％２.０％１.９％２.０％＜　２.０㎏（対地区全出生比率）
０.９７（０.９２-１.０２）p＝０.２０７９.４％９.７％９.９％９.４％＜　２.５㎏
０.９９（０.９７-１.０３）p＝０.９５９４８.５％４８.５％４７.５％４７.１％＜　３.０㎏

１.０３（０.６５-１.６４）p＝０.８９７１.１１.１１.７１.４新生児死亡率
（対地区１０００出生比率）

０.９６（０.６８-１.３３）p＝０.７８７２.２２.３３.２２.８乳児死亡率
（対地区１０００出生比率）

１.０５（０.８３-１.３３）p＝０.６７５４.２４.２５.０４.８周産期死亡率
（対地区１０００出生比率）

１.０５（０.９１-１.２２）p＝０.４６７１２.０１１.２１１.９１２.３自然死産率
（対１０００出生比率）

０.９６（０.８４-１.１０）p＝０.５８０１２.８１３.７１７.０１７.２人工死産率
（対地区１０００出生比率）
＊平成１７年のデータは一部平成１６年のデータを用いた．＊＊|2検定によるp値を提示．＊＊＊OR（Odds Ratio）とCI（Confidence 
Interval）で，全国を基準に算出．＊＊＊＊合計特殊出生率は参考資料（厚生労働省「人口動態統計」及び群馬県福祉統計年
報）から引用．



２．群馬県各地区の比較検討結果

（１）人口，出産適齢女性人口割合，年齢３区分別人口構

成比

群馬県と県内各地区の人口，出産適齢女性人口割合，

年齢３区分別人口構成比の検討結果を表２に提示した．

地区人口はⅠ期からⅡ期にかけてO地区とT地区で増加
し，SF地区で変化なく，N地区で減少した．出産適齢女
性の人口割合はⅠ期からⅡ期にかけて全地区で減少し，

Ⅱ期において４地区間で差異を認め，O地区，T地区，
SF地区，N地区の順に低下した．６５歳未満の人口構成比
はⅠ期からⅡ期にかけてO地区１５歳未満の人口構成比の
上昇以外全地区で減少し，６５歳以上の人口構成比は全地

区で上昇した．Ⅱ期において全ての年代の４地区間で差

異を認め，６５歳以上の人口構成比は出産適齢女性の人口

割合と逆比例し，N地区で高く，O地区で低かった．
（２）出産状況

【出生率と合計特殊出生率】出生率と合計特殊出生率

の検討結果を表３に提示した．出生率はⅠ期からⅡ期に

かけて各地区で減少し，Ⅱ期において４地区間で差異を

認め，O地区，T地区，SF地区，N地区の順に低下した．
合計特殊出生率はⅠ期からⅡ期にかけてT地区とO地区

で上昇し，Ⅱ期においてO地区，次いでN地区で高く，
SF地区で低かった．
【出生順位】出生順位の検討結果を表４に提示した．

第一子の占める割合はⅠ期からⅡ期にかけて各地区で減

少し，Ⅱ期において４地区間で差異を認め，T地区とO
地区で高かった．第三子以上の占める割合はⅠ期からⅡ

期にかけて各地区で上昇し，Ⅱ期において各順位の４地

区間で差異を認め，N地区で高く，SF地区，O地区，T
地区の順で低下した．

【分娩時母親年齢】分娩時母親年齢の検討結果を表５

に提示した．２５歳未満の占める割合はⅠ期からⅡ期にか

けて各地区で減少し，３５歳以上の占める割合は各地区で

上昇した．Ⅱ期において各母親年齢の４地区間で差異を

認め，T地区は他地区と比べ２５歳未満の占める割合が低
く，３５歳以上の占める割合が高かった．

【出生体重別出生割合】出生体重別出生割合の検討結

果を表６に提示した．３.０kg未満児の占める割合はⅠ期
からⅡ期にかけてT地区を除く各地区で上昇した．Ⅱ期
において２.５kgと３.０kg未満児の占める割合は４地区間で
差異を認め，１.５kg未満児の占める割合はN地区で高く，
２.５kgと３kg未満児の占める割合はSF地区で高かった．
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表２　群馬県と県内各地区の人口・出産適齢女性人口割合・年齢３区分別人口構成比のまとめと統計解析結果

年齢３区分別人口構成比出産適齢女性人口割合人口
（地域全人口比率）（地域全女性人口比率）（万）

６５歳以上１５－６４歳０－１４歳
Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期＊＊Ⅰ期＊

各結果とⅠ期Ⅱ期間の比較検討＊＊＊

２２.５１９.６６３.４６５.７１４.１１４.７３９.９４１.９２０１.３２０３.２群馬県
p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１|2p値＊＊＊＊

１.１９０（１.１８７-１.１９２）０.９０６（０.９０４-０.９０７）０.９５２（０.９４９-０.９５４）０.９２０（０.９１８-０.９２３）OR（９５％CI）＊＊＊＊＊

１９.１１６.３６５.４６８.４１５.４１５.３４１.９４３.９２１.１２０.７O地区
p＜０.００１p＜０.００１p＝０.０１１p＜０.００１|2p値

１.２１５（１.２０７-１.２２４）０.８７５（０.８７０-０.８８０）１.０１（１.００-１.０２）０.９２（０.９１-０.９３）OR（９５％CI）
２１.６１９.６６４.０６６.５１４.３１４.７４１.４４３.２３６.８３６.２T地区

p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１|2p値
１.１９４（１.１８８-１.２００）０.８９９（０.８９５-０.９０３）０.９６５（０.９６０-０.９７１）０.９２９（０.９２３-０.９３４）OR（９５％CI）

２３.３２０.２６２.９６５.１１３.８１４.７３９.９４１.９１９.１１９.１SF地区
p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１|2p値

１.２０（１.１９-１.２１）０.９０９（０.９０３-０.９１４）０.９３（０.９２-０.９４）０.９２（０.９１-０.９３）OR（９５％CI）
２７.９２５.０５８.７６０.６１３.３１４.５３５.９３８.９９.１９.６N地区

p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１|2p値
１.１６（１.１５-１.１７）０.９３（０.９２-０.９４）０.９１（０.９０-０.９２）０.８８（０.８７-０.８９）OR（９５％CI）
６５歳以上Ⅱ期１５－６４歳Ⅱ期０－１４歳Ⅱ期出産適齢女性人口Ⅱ期　

地区間の比較検討******
p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１４地区間

|2p値
O対T：１.１７（１.１６-１.１８）O対T：０.９４１（０.９３６-０.９４６）O対T：０.９１５（０.９０８-０.９２１）O対T：０.９８２（０.９７５-０.９８９）各地区間
O対SF：１.２８（１.２７-１.２９）O対SF：０.８９６（０.８９１-０.９０１）O対SF：０.８８（０.８７-０.８９）O対SF：０.９２（０.９１-０.９３）OR（９５％CI）
O対N：１.６４（１.６２-１.６５）O対N：０.７５２（０.７４７-０.７５８）O対N：０.８４４（０.８４-０.８５）O対N：０.７８（０.７７-０.７９）
T対SF：１.１０（１.０９-１.１１）T対SF：０.９５２（０.９４７-０.９５７）T対SF：０.９６（０.９５-０.９７）T対SF：０.９３７（０.９３１-０.９４４）
T対N：１.４０（１.３９-１.４１）T対N：０.８０（０.７９-０.８１）T対N：０.９２（０.９１-０.９３）T対N：０.７９（０.７８-０.８０）
SF対N：１.２８（１.２７-１.２９）SF対N：０.８４（０.８３-０.８５）SF対N：０.９６（０.９５-０.９７）SF対N：０.８４４（０.８３６-０.８５３）

＊平成１３－１７年．＊＊平成１８－２２年．＊＊＊群馬県と県内各地区・各期の結果を提示し，Ｉ期とII期の比較検討結果は下段に記載し，|2検
定とOdds Ratio（９５％ Confidence Interval）で行い，Odds RatioはI期を基準とした（有意の結果を提示）．＊＊＊＊|2検定によるp値．
＊＊＊＊＊OR（Odds Ratio），CI（Confidence Interval）．＊＊＊＊＊＊４地区間の比較検討は|2検定，各地区間の比較検討はOR（９５％CI）で行
い，OR（９５％CI）は上段地区を基準とした（OR（９５％CI）は有意の結果を提示）．
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表３　群馬県と県内各地区の出生率，合計特殊出生率のまとめと統計解析結果

合計特殊出生率＊出生率（地域対１０００人口比率）地区
Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期＊＊＊Ⅰ期＊＊

各結果とⅠ期Ⅱ期間の差異の検討＊＊＊＊

１.３９１.３９８.２７８.９６群馬県
p＜０.００１|2p値＊＊＊＊＊

０.９２（０.９１-０.９３）OR（９５％CI）＊＊＊＊＊＊

１.５７１.５０９.８１１０.３２O地区
p＜０.００１|2p値

０.９５（０.９３-０.９８）OR（９５％CI）
１.４５１.４０９.１６９.７２T地区

p＜０.００１|2p値
０.９４（０.９２-０.９６）OR（９５％CI）

１.３６１.３６７.６０８,２３SF地区
p＜０.００１|2p値

０.９２（０.８９-０.９５）OR（９５％CI）
１.４８１.５５６.９０７.９６N地区

p＜０.００１|2p値
０.８７（０.８３-０.９１）OR（９５％CI）
出生率Ⅱ期

地区間の検討＊＊＊＊＊＊＊

p＜０.００１４地区間
|2p値

O対T：０.９３（０.９１-０.９６）各地区間
O対SF：０.７７（０.７５-０.８０）OR（９５％CI）
O対N：０.７０（０.６７-０.７３）
T対SF：０.８３（０.８１-０.８５）
T対N：０.７５（０.７３-０.７８）
SF対N：０.９１（０.８７-０.９４）

＊合計特殊出生率は参考資料（厚生労働省「人口動態統計」及び群馬県福祉統計年報）から引用．＊＊平成
１３－１７年．＊＊＊平成１８－２２年．＊＊＊＊群馬県と県内各地区・各期の結果を提示し，Ｉ期とⅡ期の比較検討結
果は下段に記載し，|2検定とOdds Ratio（９５％Confidence Interval）で行い，Odds RatioはI期を基準とし
た（有意の結果を提示）．＊＊＊＊＊|2検定によるp値．＊＊＊＊＊＊OR（Odds Ratio），CI（Confidence Interval）．
＊＊＊＊＊＊＊４地区間の比較検討は|2検定，各地区間の比較検討はOR（９５％CI）で行い，OR（９５％CI）は上
段地区を基準とした（OR（９５％CI）は有意の結果を提示）．

表４　群馬県と県内各地区の出生順位のまとめと統計解析結果

出生順位の占める割合（％）
第三子以上第二子第一子

Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期**Ⅰ期*
各結果とⅠ期Ⅱ期間の比較検討＊＊＊

１５.５１３.９３８.４３８.３４６.２４７.８群馬県
p＜０.００１p＜０.００１|2p値＊＊＊＊

１.１４（１.１１-１.１７）０.９４（０.９２-０.９５）OR（９５％CI）＊＊＊＊＊

１５.２１２.３３８.９３７.５４５.９５０.２O地区
p＜０.００１p＝０.０３７p＜０.００１|2p値

１.２８（１.１８-１.３８）１.０６（１.００-１.１２）０.８４（０.８０-０.８９）OR（９５％CI）
１４.１１２.８３７.６３８.０４８.２４９.２T地区

p＜０.００１|2p値
１.１２（１.０５-１.１９）OR（９５％CI）

１７.３１５.７３９.３３７.３４３.３４７.０SF地区
p＝０.００７p＝０.０１２p＜０.００１|2p値

１.１３（１.０３-１.２３）１.０９（１.０２-１.１６）０.８６（０.８１-０.９２）OR（９５％CI）
１９.６１７.８３８.１３７.８４２.３４４.４N地区

|2p値
OR（９５％CI）

第三子以上Ⅱ期第二子Ⅱ期第一子Ⅱ期
地区間の比較検討＊＊＊＊＊＊

p＜０.００１p＝０.０４５p＜０.００１４地区間
|2p値

N対SF：０.８６（０.７７-０.９６）SF対T：０.９３（０.８８-０.９９）T対O：０.９１（０.８７-０.９６）各地区間
N対O：０.７４（０.６６-０.８２）O対T：０.９５（０.９０-０.９９）T対SF：０.８２（０.７８-０.８７）OR（９５％CI）
N対T：０.６８（０.６１-０.７５）T対N：０.７９（０.７３-０.８５）
SF対O：０.８６（０.７９-０.９３）O対SF：０.９０（０.８５-０.９６）
SF対T：０.７９（０.７３-０.８５）O対N：０.８７（０.８０-０.９４）
O対T：０.９２（０.８６-０.９８）

数値は当該地区出生数に対するそれぞれの出生順位児の占める割合．＊平成１３－１７年．＊＊平成１８－２２年．＊＊＊群馬県と県内各地
区・各期の結果を提示し，Ｉ期とⅡ期の比較検討結果は下段に記載し，|2検定とOdds Ratio（９５％Confidence Interval）で行い，
Odds RatioはⅠ期を基準とした（有意の結果を提示）．＊＊＊＊|2検定によるp値．＊＊＊＊＊OR（Odds Ratio），CI（Confidence Interval）．
＊＊＊＊＊＊４地区間の比較検討は|2検定，各地区間の比較検討はOR（９５％CI）で行い，OR（９５％CI）は上段地区を基準とした（OR
（９５％CI）は有意の結果を提示）．
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表５　群馬県と県内各地区の分娩時母親年齢のまとめと統計解析結果

分娩時母親年齢の占める割合（％）
３５歳以上２５－３４歳２４歳以下

Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期＊＊Ⅰ期＊

各結果とⅠ期Ⅱ期間の比較検討＊＊＊

１９.９１２.９６６.９７１.４１３.２１５.７群馬県
p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１|2p値＊＊＊＊

１.６８（１.６４-１.７２）０.８１（０.８０-０.８３）０.８１（０.７９-０.８４）OR（９５％CI）＊＊＊＊＊

１９.１１１.４６６.１７１.８１４.８１６.８O地区
p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１|2p値

１.８４（１.７１-１.９９）０.７６（０.７２-０.８１）０.８６（０.８０-０.９２）OR（９５％CI）
２１.４１３.４６７.７７３.０１０.９１３.６T地区

p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１|2p値
１.７６（１.６６-１.８６）０.７８（０.７４-０.８１）０.７８（０.７３-０.８３）OR（９５％CI）

１８.７１２.９６７.５６９.６１３.８１７.５SF地区
p＜０.００１p＜０.００１p＜０.００１|2p値

１.５５（１.４２-１.７０）０.９１（０.８５-０.９７）０.７５（０.６９-０.８２）OR（９５％CI）
１９.６１７.８３８.１３７.８４４.４４２.３N地区

p＜０.００１p＜０.００１|2p値
１.４９（１.３１-１.７０）０.７２（０.６３-０.８２）OR（９５％CI）
３５歳以上Ⅱ期２５－３４歳Ⅱ期２４歳以下Ⅱ期

地区間の比較検討＊＊＊＊＊＊

p＜０.００１p＝０.０３６p＜０.００１４地区間
|2p値

O対T：１.１５（１.０８-１.２３）O対T：１.０８（１.０２-１.１３）O対T：０.７０（０.６５-０.７６）各地区間の検討
T対SF：０.８５（０.７９-０.９１）T対SF１.３１（１.２０-１.４２）OR（９５％CI）
T対N：０.８４（０.７６-０.９３）T対N：１.４３（１.２８-１.６０）

数値は当該地区出生数に対するそれぞれの分娩時母親年齢児の占める割合．＊平成１３－１７年．＊＊平成１８－２２年．＊＊＊群馬県と県
内各地区・各期の結果を提示し，Ｉ期とⅡ期の比較検討結果は下段に記載し，|2検定とOdds Ratio（９５％Confidence Interval）
で行い，Odds RatioはⅠ期を基準とした（有意の結果を提示）．＊＊＊＊|2検定によるp値．＊＊＊＊＊OR（Odds Ratio），CI（Confidence 
Interval）．＊＊＊＊＊＊４地区間の比較検討はχ２検定，各地区間の比較検討はOR（９５％CI）で行い，OR（９５％CI）は上段地区を基
準とした（OR（９５％CI）は有意の結果を提示）．

表６　群馬県と県内各地区の出生体重別出生割合のまとめと統計解析結果

３.０kg＜２.５kg＜２.０kg＜１.５kg＜地区
Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期＊＊Ⅰ期＊

各結果とⅠ期Ⅱ期間の比較検討＊＊＊

４８３４７０９４.８９４.８２０.０１９.３８.１７.１群馬県
p＜０.００１p＝０.０１２|2p値＊＊＊＊

１.０５（１.０３-１.０７）１.１５（１.０３-１.２８）OR（９５％CI）＊＊＊＊＊

４７９４５４９３,６９０.１２０.０２１.７７.３９.４O地区
p＜０.００１|2p値

１.１０（１.０５-１.１７）OR（９５％CI）
４６６４６６９０.５９４.４１９.８１９.２７.５６.３T地区

|2p値
OR（９５％CI）

４８９４８５９６.５９４.０１７.５１８.８７.２７.７SF地区
|2p値
OR（９５％CI）

４５７４３８７８.０８７.３１８.２１８.３８.６６.５N地区
|2p値
OR（９５％CI）

３.０kg＜Ⅱ期２.５kg＜Ⅱ期２.０kg＜Ⅱ期１.５kg＜Ⅱ期
地区間の比較検討＊＊＊＊＊＊

p＝０.００１p＝０.０２０p＝０.６０５p＝０.８７３４地区間
|2p値

O対T：０.９５（０.９０-０.９９）O対N：０.８２（０.７１-０.９５）各地区間
O対N：０.９２（０.８５-０.９９）T対N：０.８５（０.７４-０.９８）OR（９５％CI）

T対SF：１.１０（１.０４-１.１６）SF対N：０.７９（０.６８-０.９２）
SF対N：０.８８（０.８１-０.９５）
数値は当該地区１０００出生数に対するそれぞれの出生体重児の占める割合．＊平成１３－１７年．＊＊平成１８－２２年．＊＊＊群馬県と県内各地
区・各期の結果を提示し，Ｉ期とⅡ期の比較検討結果は下段に記載し，|2検定とOdds Ratio（９５％ Confidence Interval）で行い，
Odds RatioはⅠ期を基準とした（有意の結果を提示）．＊＊＊＊|2検定によるp値．＊＊＊＊＊OR（Odds Ratio），CI（Confidence Interval）．
＊＊＊＊＊＊４地区間の比較検討は|2検定，各地区間の比較検討はOR（９５％CI）で行い，OR（９５％CI）は上段地区を基準とした（OR（９５％
CI）は有意の結果を提示）．



（３）新生児/乳児/周産期死亡率，自然/人工死産率，乳児

原因別死亡率

新生児／乳児／周産期死亡率，自然／人工死産率，乳

児原因別死亡率の検討結果を表７に提示した．新生児／

乳児／周産期各死亡率はⅠ期からⅡ期にかけてN地区の
乳児死亡率を除き各地区で減少した．Ⅱ期において新生

児死亡率はO地区で，乳児死亡率はN地区で，周産期死
亡率はT地区で高く，各死亡率はSF地区で低かったが，
各死亡率とも４地区間で差異がなかった．

自然死産率はⅠ期からⅡ期にかけて有意の変動なく，

Ⅱ期においてO地区で低く，N地区で高かった．人工死
産率はⅠ期からⅡ期にかけてN地区を除く各地区で減少
し，Ⅱ期においてSF地区とN地区で高かったが，人工死
産率は４地区間で差異を認め，自然死産率は差異がな

かった．

分娩関連と先天性奇形に分けた乳児原因別死亡割合は

（表７），分娩関連死亡割合がⅠ期からⅡ期にかけてSF
地区を除く各地区で減少し，Ⅱ期においてO地区で高
かったが，４地区間で差異がなかった．先天性奇形死亡

割合はⅠ期からⅡ期にかけてN地区を除く各地区で減少
し，Ⅱ期においてN地区で高かったが，４地区間で差異
がなかった．

（４）養育/育成医療給付率，養育医療給付例における低

出生体重児の占める割合，育成医療給付理由の内訳

２kg未満の低出生体重児の占める割合を含めた養育
医療給付率を図２, ３に提示した．養育医療給付率はⅠ
期からⅡ期にかけてO地区で上昇し，T地区で減少し
（図２内A），Ⅱ期において４地区間で差異を認め（図２
内#），O地区で高く，T地区で低かった（図２内a,b）．
低出生体重児の占める割合はⅠ期からⅡ期にかけて全地

区で減少し（図３内A－C），Ⅱ期において４地区間で差
異を認め（図３内#），T地区で低く，N地区とO地区で
高かった（図３内a,b）．
育成医療給付率と給付理由の内訳を図４，表８に提示

した．育成医療給付率はⅠ期からⅡ期にかけてO地区を
除く各地区で上昇し（図４内A－C），Ⅱ期において４地
区間で差異を認め（図４内#），T地区とO地区と比べSF
地区とN地区で高かった（図４内a－e）．Ⅰ期からⅡ期
にかけて育成医療給付率が上昇した給付対象障害として，

T地区で肢体不自由，SF地区で肢体不自由・音声等障害・
腎臓障害，N地区で聴覚等障害が同定された．Ⅱ期にお
いて４地区間で差異を認めた給付対象障害として，肢体

不自由・聴覚障害・音声障害・心臓障害・腎臓障害が同

定された．
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表７　群馬県と県内各地区の周産期/乳児期関連死亡率のまとめと統計解析結果

先天性疾患死率分娩関連死率人工死産率自然死産率周産期死亡率乳児死亡率新生児死亡率地区

Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期＊＊Ⅰ期＊

各結果とⅠ期Ⅱ期間の比較検討＊＊＊

０.８７１.４２０.８３０.９７１３.４１６.２１１.９１２.８４.９４６.０９２.３９３.２３１.３５１.９３群馬県

p＜０.００１p＜０.００１p＝０.００１p＝０.００１p＝０.００３|2p値＊＊＊＊

０.６１（０.４６-０.８１）０.８３（０.７６-０.８９）０.８１（０.７１-０.９２）０.７４（０.６２-０.８９）０.７０（０.５５-０.８８）OR（９５％CI） ＊＊＊＊＊

０.８５１.５５０.９５１.６４１１.３１７.０１０.６１０.５４.５６６.７４２.２３３.５５１.５２２.９１O地区
p＜０.００１p＝０.０３３p＝０.０３０|2p値

０.６４（０.５１-０.８１）０.６７（０.４７-０.９７）０.５２（０.２９-０.９５）OR（９５％CI）
０.７１１.１９０.８３０.９７１１.２１４.６１３.２１４.２５.５２６.０９２.１４３.３２１.３１２.１６T地区

p＝０.００４p＝０.０１０|2p値
０.７６（０.６３-０.９２）０.５９（０.３９-０.８８）OR（９５％CI）

０.５６１.１５０.７００.５１１６.５１９.３１１.７１４.５４.３６７.５４１.８３２.８１０.８４１.４１SF地区
p＝０.０１２|2p値

０.５８（０.３７-０.８９）OR（９５％CI）
０.９６０.７９０.６７０.７９１５.８１４.２１４.９１３.５５.１２４.７０２.８８２.３５０.９６１.３１N地区

|2p値
OR（９５％CI）

先天性疾患死Ⅱ期分娩関連死Ⅱ人工死産Ⅱ期自然死産Ⅱ期周産期死亡Ⅱ期乳児死亡Ⅱ期新生児死亡Ⅱ期

地区間の比較検討＊＊＊＊＊＊

p＝０.８７２p＝０.８９８p＜０.００１p＝０.１１８p＝０.５８８p＝０.７６０p＝０.６１３４地区間

|2p値
O対SF：１.５０（１.１７-１.９４）O対N：１.４２（１.０１-２.００）各地区間

O対N：１.４４（１.０３-２.００）OR（９５％CI）
T対O：１.４９（１.１８-１.８７）
T対SF：１.４２（１.０４-１.９４）

数値は地域対１０００出生比率．自然死産率と人工死産率は地域対１０００［出生＋自然死産＋人工死産］比率．＊平成１３－１７年．＊＊平成１８
－２２年．＊＊＊群馬県と県内各地区・各期の結果を提示し，Ｉ期とⅡ期の比較検討結果は下段に記載し，|2検定とOdds Ratio（９５％
Confidence Interval）で行い，Odds RatioはⅠ期を基準とした（有意の結果を提示）．＊＊＊＊|2検定によるp値．＊＊＊＊＊OR（Odds Ratio），
CI（Confidence Interval）．＊＊＊＊＊＊４地区間の比較検討は|2検定，各地区間の比較検討はOR（９５％CI）で行い，OR（９５％CI）は上段
地区を基準とした（OR（９５％CI）は有意の結果を提示）．



IV. 考察

最近の本邦では低出生体重児の増加が報告され，健康

障害リスクを持つ児の増加が懸念されている [２, １２-１４]．
臨床医学の面からは低出生体重児の動向を含めた出産状

況と各種疾病や健康障害との関連が指摘されている [５-１１]．
伊藤らは高齢妊娠に伴う産科リスクを検討し，高齢出産

では低出生体重児が多いことを報告している [５]．笠井，
杉本らも同様の検討を行い，高齢出産では分娩リスクが

増加することを報告し [８, ９]，同論文で経産分娩の出生
児に及ぼす影響も検討し，経産では早産が多いこと [８]，
若年経産で新生児仮死が多いこと [９] を報告している．
Reesら，Salihuらは低年齢の母親からの出生児で周産期
死亡率が高いことを報告している[１１,１２]．さらに，これ
らの疾患や健康障害の背景に子宮内胎児発育不全に伴う

児の未熟性があることも示唆されている[３-５,１２]．以上
から，高齢出産児，経産児，若年出産児は児の未熟性な

どに由来する疾病レベルの狭義の健康障害リスクを持つ

ことが示唆される．さらに，低出生体重を含む分娩時の

児の未熟性を児の広義の健康障害リスクと捉えれば[３,４]，
これらの出産状況は広義の健康障害リスクを持つ可能性

が推測される．母子保健医療行政にとってはこれらの広

義の健康障害リスクを持つ児に，あるいは周産期の母親
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高橋篤，栗原修一

図２　群馬県と県内各地区の養育医療給付動態
各地区養育医療給付率（対１０００出生比率）をⅠ期（平成１３－
１７年）とⅡ期（平成１８－２２年）の２期間について検討した結
果．図内に表示したA, a, bなどのアルファベットと#はⅠ期と
Ⅱ期間あるいはⅡ期における各地区間の比較検討で有意差の
ある結果を示している．以下各OR（９５％CI）あるいは|2p値を
提示．A（T地区のⅠ期とⅡ期間）；０.８２（０.７２-０.９４），p＝０.０５：
a（O地区対SF地区）；０.７９（０.６６-０.９５）：b（O地区対T地区）；
０.６７（０.５８-０.７８）：#（４地区間）；p＜０.００１．

図３　養育医療給付例における低出生体重児の占める割合
各地区養育医療給付例における低出生体重児の占める割合
（対１０００出生比率）をⅠ期（平成１３－１７年）とⅡ期（平成１８－
２２年）の２期間について検討した結果．図内に表示したA, B, 
a, bなどのアルファベットと#はⅠ期とⅡ期間あるいはⅡ期に
おける各地区間の比較検討で有意差のある結果を示している．
以下各OR（９５％ CI）あるいは|2p値を提示．A（O地区のⅠ期
とⅡ期間）；０.７４（０.６３-０.８７），p ＜ ０.００１： B（T地区のⅠ期と
Ⅱ期間）；０.８１（０.６７-０.９９），p ＝ ０.０３５： C（群馬県のⅠ期とⅡ
期間）；０.８１（０.７６-０.８７），p ＜ ０.００１： a（O地区対T地区）； ０.８１ 
（０.６７-０.９８）：b（N地区対T地区）；０.７１（０.５４-０.９４）：#（４地区
間）；p＝ ０.０３５．

図４　群馬県と県内各地区の育成医療給付動態
各地区育成医療給付率（対１０００出生比率）をⅠ期（平成１３－
１７年）とⅡ期（平成１８－２２年）の２期間について検討した結
果．図内に表示したA, B, a, bなどのアルファベットと#はⅠ期
とⅡ期間あるいはⅡ期における各地区間の比較検討で有意差
のある結果を示している．以下各OR（９５％CI）あるいは|2p値
を提示．A（N地区のⅠ期とⅡ期間）；１.５３（１.１７-１.９９），p＝
０.００２：B（SF地区のⅠ期とⅡ期間）；１.３６（１.１４-１.６１），p＜０.００１：
C（T地区のⅠ期とⅡ期間）；１.１５（１.０２-１.３１），p＝０.０２６：a（SF
地区対T地区）；０.７０（０.５７-０.８５）：b（T地区対O地区）；０.８２ （０.７０-
０.９５）：c（N地区対T地区）；０.７０（０.５７-０.８５）：d（SF地区対O地
区）；０.６５（０.５５-０.７８）：e（N地区対O地区）；０.５７（０.４６-０.７１）：
#（４地区間）；p＜０.００１．



に積極的に対応することが重要な課題と考える．一方，

出産状況を含む周産期/乳幼児期疫学統計は国レベルで
の検討が主で，地域的な，特に地方２次保健医療圏単位

でのそれらの現状や地域特性は明らかとは言えない．ま

た，横山は母子保健分野における疫学研究の重要性を指

摘しており [２]，狭義あるいは広義の健康障害リスクを
持つ児の今後の動向を推測する上でも地方レベルでの現

況やその特性を疫学的に評価・把握する必要があろう．

県単位を含む地方２次保健医療圏における本検討から，

群馬県は全国と比べ老齢化の割合が高く，出産適齢女性

の人口割合が低かった．また，若年人口構成比は高いが

労働人口構成比が低く，群馬県全体として青壮年層の県

外流失が推測された．一方，全国と比べ出生率は低く，

合計特殊出生率や第二子と第三子以上の占める割合は高

く，低出生体重児の出生割合と高齢出産の割合は低かっ

た．群馬県の出産状況の地域特性として，全国と比べ出

生率が低いもののより若年層の出産割合が高いこと，多

産傾向にあること，低出生体重児の増加は現時点で顕著

でないことが考えられる．

さらに，地方２次保健医療圏レベルの分娩時母親年

齢・出生順位・低出生体重児出生割合などの出産状況を

検討すると，中核市のT地区は他地区と比べ高齢出産の
割合と第一子の出生割合が高く，第二子・第三子以上の

出生割合と２.５kg・３.０kg未満児の出生割合が低かった．
また，合計特殊出生率は低いものの最近増加傾向にあっ

た．T地区の出産状況の特徴として，他地区と比べ少子
化と高齢出産傾向が顕著であるが，最近多産傾向にある

こと，高齢出産傾向に伴う低出生体重児の増加傾向はな

いことが推測された．このような出産状況は地方中核市

の特徴とも考えられ，また，首都圏辺縁都市部の出産状

況に近似している可能性も考えられる．一方，より地方

地域のO地区，SF地区，N地区ではT地区と比べより若
年層の多産傾向があり，これらの地区は①地区人口や若

年人口の増加と県内で最も高い出生率を認めるO地区，
②高齢化の進行・出生率の低下・１.５kg未満児の出生割合
の上昇を認めるN地区，③２.５kgと３.０kg未満児の出生割
合が高く，合計特殊出生率が県内で最も低く，分娩時母

親年齢と出生順位からはO地区とN地区の中間にあるSF
地区とそれぞれ特徴ある出産状況にあることが推測され

た．O地区は県内で最も工業（自動車産業）が盛んな地
域であり，このような産業構造がO地区の出産状況に影
響していることが推測される．N地区は高齢過疎化が進
行し，出生率が県内で最も低いが，合計特殊出生率は群

馬県としては高く保たれており，このような出産状況は

高齢過疎化地域の特徴と考える．SF地区の出産状況はT
地区とN地区における出産状況の特徴が混在した結果と
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表８　群馬県と県内各地区の育成医療給付理由の内訳のまとめと統計解析結果

その他障害腎臓障害心臓障害視覚障害音声等障害聴覚等障害肢体不自由地区

Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期Ⅰ期Ⅱ期＊＊Ⅰ期＊

各結果とⅠ期Ⅱ期間の比較検討＊＊＊

３.７８３.８１０.２８０.３３４.８４６.５６０.４６０.５５９.９９９.０２１.１２１.４３６.８６５.５６群馬県

p＜０.００１p＝０.０３７p＜０.００１|2p値＊＊＊＊

０.７４（０.６５-０.８４）１.１１（１.０１-１.２２）１.２４（１.１０-１.３９）OR（９５％CI） ＊＊＊＊＊

３.９９２.５５０.３８０.６９５.５０６.０８０.７６０.８８６.９３８.７３０.７６１.４７５.５０５.３９O地区
|2p値
OR（９５％CI）

３.７７３.６００.０５０.１１４.１０５.３５０.４４０.７１１１.４７９.７７０.９８０.７１８.１９４.９７T地区
p＜０.００１|2p値

１.６５（１.２７-２.１５）OR（９５％CI）
３.７５３.１５１.０３０.１１７.４９７.２５１.３９１.１６１３.３０８.４１１.０３２.８４９.０４５.６７SF地区

p＝０.００８p＝０.００２p＝０.００７p＝０.００９|2p値
９.８４（１.２３-７８.７）１.５９（１.１９-２.１３）０.３６（０.１７-０.８０）１.６０（１.１２-２.２８）OR（９５％CI）

５.４３２.６２０.０００.２６６.７１６.８００.０００.００１６.９１１.５４.４８１.３１７.３５４.７１N地区
p＝０.０１２|2p値

３.４３（１.２３-９.５４）OR（９５％CI）
その他障害Ⅱ期腎臓障害Ⅱ期心臓障害Ⅱ期視覚障害Ⅱ期音声等障害Ⅱ期聴覚等障害Ⅱ期肢体不自由Ⅱ期

地区間の比較検討＊＊＊＊＊＊

p＝０.５７４p＜０.００１p＝０.００４p＝０.３２０p＜０.００１p＜０.００１p＝０.０２７４群間

|2p値
T対SF：１８.９（２.４３７１５１）T対SF：１.８４（１.３０-２.５９）O対T：１.６６（１.２７-２.１７）O対N：５.９２（２.４８-１４.１）O対T：１.４９（１.１０-２.０２）各地区間

T対N：１.６４（１.０１-２.６７）O対SF：１.９３（１.４３-２.６１）T対N：４.５７（２.２７-９.２０）O対SF：１.６５（１.１６-２.３４）OR（９５％CI）
O対N：２.４７（１.７３-３.５３）SF対N：４.３５（１.８２-１０.４）
T対N：１.４９（１.１０-２.０１）

＊平成１３－１７年．＊＊平成１８－２２年．＊＊＊群馬県と県内各地区・各期の結果を提示し，Ｉ期とⅡ期の比較検討結果は下段に記載し，|2検
定とOdds Ratio（９５％ Confidence Interval）で行い，Odds RatioはⅠ期を基準とした（有意の結果を提示）．＊＊＊＊|2検定によるp値．
＊＊＊＊＊OR（Odds Ratio），CI（Confidence Interval）．＊＊＊＊＊＊４地区間の比較検討は|2検定，各地区間の比較検討はOR（９５％CI）で行
い，OR（９５％CI）は上段地区を基準とした（OR（９５％CI）は有意の結果を提示）．



思われ，このような出産状況は特徴的産業のない地方２

次保健医療圏の現状と考える．また，工業が盛んなO地
区と高齢過疎化の進行しているN地区で出生率以外の若
年出産や多産出産状況が類似していることは興味深い結

果で，最近の本邦の出生率や合計特殊出生率の上昇には

これらの地方地域の出産状況が反映していることが推

測される．さらに，本検討では出産状況と健康障害リス

クとの関連を直接解析していないが，これらの出産状況

の地域差は健康障害リスクの地域差に影響する可能性が

ある．

各死亡率の検討から，群馬県は以前周産期各死亡率が

全国と比べ高かったが，平成１７年から平成２２年にかけて

各死亡率の改善が認められ，各死亡率は平成２２年におい

て全国と比べ差異がなくなった．分娩関連の死亡割合も

県内各地区で差異がなく，現時点の群馬県と県内各地区

の医療レベルは全国と比べ差異がないと考えられる．た

だし，最近の医師不足を反映し，SF地区やN地区は小児
科医や産科医が減少しており，特にN地区では分娩施設
は極少数である．N地区の自然死産率が高いことはこの
周産期医療レベルの差異を反映している可能性があろ

う．なお，SF地区とN地区において他地区と比べ人工死
産率も高かったが，この要因は不明で今後の検討課題と

考える．

療育/育成医療給付状況から見た健康障害リスクや児
の未熟性リスクの地域差を検討すると，以前では養育医

療給付状況に各地区間で差異がなかったが，最近ではO
地区で増加して最も高い給付率となり，T地区で減少し
て最も低い給付率となった．O地区の養育医療給付率の
上昇には，若年出産や経産分娩状況が影響している可能

性がある．一方，T地区は前述のように低出生体重児の
出生割合が低い地区であり，この地区の養育医療給付率

の低下には低出生体重児の減少が影響している可能性が

ある．

育成医療給付の検討から，以前に給付率に地域差がな

かったものが，給付率は後期においてT地区，SF地区，
N地区で有意に上昇した．この上昇には肢体不自由児，
聴覚や音声等の障害児の増加が関与していることが推測

された．さらに，育成医療給付は手術対応例に対する給

付が原則であり，地域特有の健康障害リスクとともに，

外科的医療技術の向上による手術適応の拡大や手術対応

に対する地域差なども育成医療給付に影響していること

が推測される．以上の結果を踏まえ，養育医療や育成医

療給付から見た広義の健康障害リスクの地域的背景とし

て，①SF地区やN地区における小児科医と産科医の減少
とそれに伴う医療レベルの地域差，②手術適応の拡大，

③地域間の手術対応の違い，④地域特性として群馬県辺

縁地域，特にN地区の低出生体重児の増加・多産傾向・
若年出産傾向などが考えられる．

今後このような地域特性を踏まえた母子保健医療行政

が必要と考える．具体的には，低出生体重児や未熟性を

持つ児は今後の健康障害リスクが高いこと [３, ４]，高齢

出産には低出生体重児が多いこと [５] などを考慮した行
政施策として，①低出生体重児の多い地域における分娩

前からの，また，高齢出産に伴う低出生体重児増加の予

防としての積極的な栄養指導，②若年出産であることや，

経産の場合早産になりやすいこと [８] などの健康障害リ
スクを念頭においたこれらの児に対する母子保健行政の

対応，③産科/小児科医が不足している地域での産後鬱
病対策を含む母子保健行政の強化などが考えられる．

V. 結語

群馬県内の人口動態・経済状況・地勢的状態の異なる

２次保健医療圏における出産状況を含めた周産期/乳幼
児期保健医療の現況とその地域特性を検討した．その結

果，地方二次保健医療圏で異なる出産状況が認められ，

また，現時点では一部地域で健康障害児の増加も認めら

れ，この健康障害リスクの増加には医療レベルの差異，

手術適応の拡大，地域間の手術対応の違い，低出生体重

児の増加，多産傾向，若年出産傾向などが影響している

可能性が示唆された．本研究で明らかとなった地域の現

状やその特性を考慮した母子保健医療行政を行うことが

今後の周産期/乳幼児期保健医療の改善と健康障害リス
クを持つ児の減少につながると考える．

（本論文の内容は第７３回日本公衆衛生学会総会において

発表した．）
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